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平成２８年労第６１号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ所在のＢ会社（以下「会社」という。）にパー

トタイム労働者として雇用され、人事部人事課において、事務職として業務に従

事していた。 

請求人によれば、先輩の正社員から毎日パワ－ハラスメント（以下「パワハラ」

という。）に該当する執拗ないじめを受け、そのストレスから身体に激痛が生じる

ようになったという。 

請求人は、平成○年○月○日、Ｃ病院に受診し、「線維筋痛症疑い」及び「うつ

病疑い」と診断された。 

請求人は、上記各傷病を発症ないし発病したのは、業務上の事由によるもので

あるとして、監督署長に療養補償給付を請求したところ、監督署長は、上記各傷

病は業務上の事由によるものとは認められないとして、これを支給しない旨の処

分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 
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（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人に発症又は発病した傷病が、それぞれ業務上の事由による

ものであると認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、請求人に発症及び発病した「線維筋痛症疑い」及び「うつ病疑い」

と診断された各傷病は業務上の事由によるものである旨主張するので、検討す

ると、次のとおりである。 

（２）請求人の「線維筋痛症疑い」と診断された傷病について 

当該傷病について、Ｄ医師、Ｅ医師、Ｆ医師、Ｇ医師及びＨ医師が各意見書

等において、それぞれ見解を述べているところ、当審査会において、改めてこ

れら医師の意見を含む一件記録を精査したが、請求人に発症した上記傷病が線

維筋痛症であったとしても、決定書理由に説示のとおり、その発症原因は医学

的に不明であり、業務との間に医学的因果関係を認めることはできないと判断

する。 

（３）請求人の「うつ病疑い」と診断された傷病について 

ア 当該傷病について、労働局地方労災医員精神障害専門部会（以下「専門部

会」という。）は、平成○年○月○日付け意見書において、要旨、「ＩＣＤ

－１０診断ガイドラインに照らして検討すると、請求人は、『Ｆ４５ 身体

表現性障害』を、平成○年○月上旬頃には発病していたものと推定し、その

症状は寛解せずに遷延している判断される。」と述べている。当審査会とし

ても、請求人の症状経過及び医学的意見等に鑑みると、専門部会の意見は妥

当であり、請求人は、会社に雇用される以前の平成○年○月上旬頃には「Ｆ

４５ 身体表現性障害」（以下「本件疾病」という。）を発病していたものと
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判断する。 

イ ところで、精神障害に係る業務起因性の判断に関しては、厚生労働省労働

基準局長が「心理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年

１２月２６日付け基発１２２６第１号。以下「認定基準」という。）を策定

しており、当審査会としてもその取扱いを妥当なものであると考えることか

ら、以下、認定基準に基づき判断する。 

（ア）認定基準によれば、精神障害を発病していた場合であっても、認定基準

別表１の「特別な出来事」に該当する出来事があり、その後おおむね６か

月以内に対象疾病が自然経過を超えて著しく悪化したと医学的に認められ

る場合に限り、その「特別な出来事」による心理的負荷が悪化の原因であ

ると推認し、悪化した部分について、労働基準法施行規則別表第１の２第

９号に該当する業務上の疾病として取り扱うとされているところ、請求人

の本件疾病については上記判断のとおり「遷延している」にとどまるもの

であり、請求人に発病した本件疾病が悪化したとの事実は認められない。 

（イ）請求人は、Ｄ医師に受診した平成○年○月○日を本件疾病の発病時期と

し、Ｉからのパワハラにより心理的負荷が生じた旨主張するところ、当審

査会としても、決定書理由に説示のとおり、仮に同時期を発病後の悪化と

捉えたとしても、そのおおむね６か月以内に別表１の「特別な出来事」に

該当する出来事があったとは認められない。 

そうすると、当審査会としても、請求人に発病した本件疾病は、業務に

起因するものと認めることができないと判断する。 

３ 以上のとおりであるから、請求人の「線維筋痛症疑い」と診断された傷病及び

本件疾病は、いずれも業務上の事由によるものであるとは認められず、したがっ

て、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給しない旨の処分は妥当で

あって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


